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はじめに

　財務会計基準審議会（Financial　Accounting　Standards　Board，以後FASBとい

う）は，1972年以降財務会計概念ステートメントを第1号から第6号まで発

表してきた。これらは会計基準の理論的枠組みとして，目的・規準体系から

財務会計の規範的構造を設定したものであったD。それは実務の指針たる会

計基準を演繹的に導出するための基礎であるとされた（FASB，1976、　p．2）。会

計基準の設定は，これまで国家政策の影響を少なからず受けてきた2）。しか

し，財務会計概念ステートメントが理論的枠組みとして正しく機能するとす

れぽ，今後の財務会計基準は首尾一貫した形で設定されるであろうと期待さ

れる。その発表以前では，このような理論的枠組みがなく，それまでの財務

会計基準ぱケース・バイ・ケースで設定されてきたといえる31，。このため，首

尾一貫性に欠ける財務会計基準を統一化すべきであるとか，ディスクロージ

ャーの観点から比較可能性を増大させるために，会計基準をどのように統一
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化したらよいかという点について広く議論され，会計基準の統一化について

いろいろな観点からの議論が行われてきた　Sprouse、　R－1978、　p．71。この小

論では、会計基準の統一性についてどのように展開されてきたかを州際通商

法が成立した1887年から財務会計概念ステートメントが発表された1976年

ごろまでにわたって考察する。

1　統一性思考の芽生え

　会計における統一性が問題とされるようになったのは，1887年州際通商

法dnterstate　Commerce　Law，以後ICLというノが成立してからであったとさ

れている（Merino，　B．　D．＆Coe．　T．　L，1978，　p．　63）。この法律により州際通商委

員会／i．lnterstate　Commerce　Committee．以後ICCというノが設置され，輸送業者

に対する規制権限がICCに与えられた。しかし，1900年以前では，　ICCは

産業規制の具体的な施策を執行しなかったといわれている（U．S．　Congress

House，1902，　p．533）。1906年に，　ICLが改正され，　ICCは規制産業（輸送業）

における統一的会計システムの設定に対する権限を付与された。そして，

ICCはすべての鉄道業者に対して年次報告書を公表するよう要請した。そ

の作成にあたっては，ICCによって指示・承認された勘定に準拠しなかっ

た場合は，その年次報告書は違法とされた、American　Association　of　Public

Accountants、1906，　p．37）。当時職業会計士の大部分はこのようなICCの要請

を受け入れたが，その要請が会計の統一化を意図したものであったとはかれ

らに理解されなかった。このため，会計の統一化に対して何らの疑問も抱か

れなかった　Calvert、　J．F．．1908．　p．229。

　ICCの活動が当初統一的会計方法の規程集、Rule－making　book．を作成し

ようということに主眼はなく，輸送設備の減価償却費が営業コストであるか

どうかという素朴な基礎的会計問題に集中していた。また，職業会計士の

独立監査も強制されるまでに至らなかった。その後，ICCは減価償却方法
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について一つの方法（定額法）を要請したことから，米国公認会計士協会

American　Association　of　Public　Accountants，以後AAPAという．からICCの活

動に対して反擾を招くことになった。企業活動の不確実性や企業環境の諸

状況の違いがあるにもかかわらず，すべての企業が同一の会計処理方法を採

用するということは不公正であり，またそのような会計処理方法の採用によ

って作成される情報は結果として誤解を招くことになるとして，AAPAは

ICCの要請に反対した（Catvert，　J．　F．，1908、　pp，229－233）。

　1916年には，Hurley，　E　N．4）が与信業者に対してつぎのような提案をし

た‘Hurley．　E　N．、1916．　p．175）。

　1　すべての与信目的のために標準的な財務諸表様式が開発されなけれぽ

　　ならない。

　2すべての資産の評価および負債の確定のための一連のルールが設定さ

　　れなけれぽならない。

　3　与信業者が受け取るすべての計算書類は，連邦準備制度理事会（Fed・

　　eral　Reserve　Board，以後FRBという）または連邦準備制度加盟銀行に登録

　　された会計士によって検証されなけれぽならない。

　これら三つの提案は，要するに統一化の範囲について原価に関する勘定シ

ステムから全体の会計システムへの拡大と会計士について連邦準備制度加盟

銀行への登録制の2点を提案したものであった。

　これらに対して，AAPAは何らの対応策も打ち出さなかったが，　FRBは

「統一会計、Uniform　Accounting．’」（後に「貸借対照美監査を準備するために確認さ

れた諸方法〔Approved　Methods　for　Preparation　of　Balance　Sheet　Audits：一というタ

イト・レに改められた。を発表した、Demond．　C，W．，1951，　p．140．。これによって，

FRBは会計と監査の基準をf乍成する最初の作業に取り掛ったと思われたが，

Price　Waterhouse会計事務所の内部統制討議資料．lnternal　control　men〕o－

randum’をそのまま利用したものであった。このため，この討議資料は会計

基準の統一性を取りあげたものではなかったことから統一化へ何ら貢献しな
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かったといえよう　MeriIlo，　B．　D．，＆Coe，　T．　L．、1978，　p．65。当時適用された会

計方法にぱ，かなりの多様性が認められており，多くの事柄が実務家の専門

家としての判断に委ねられていた。

　これまで考察したように，1889年のICC成立から1916年の統一会計発

表当時までは，主にICCを中心とした統一性思考は規制産業の勘定分類と

か官庁会計Municipal　Accounting　という領域において芽生えてきた。しか

し，会計基準または会計実務における統一性思考は，内国歳入委員会Inter－

nal　Revenue　Committee．以後IRCという．．のもとで公表された規程集の中から

窺い知ることができよう．IRC，1954，§1446－11、aJ／・．2．‘。

　「すべての納税者に対して定められた統一的な会計方法はないものと了解

　されている。どの納税者も自分の判断で自分の要求に最も適当であるよう

　な様式と体系を採用しなければならない。しかしながら，コミッショナー

　の見解で所得に影響することが明白でないならば，その会計方法は承認さ

　れない。

　　特定の事業（trade　or　business）において容認された事象決定要素（condi－

　tions）または慣習（practices）に従って首尾一貫して適用された一般に認

　められた会計基準を反映するような会計方法は，つぎの条件つきで所得に

　影響を与えることが明白であるものと通常みなされる。その条件とは，収

　益および費用項目がすべて毎年首尾一貫して扱われることである。」

　このように，ICCさらにIRCの状況から判断すると，営利企業において

は会計基準を統一化しようとする試みはなかったといえる。

II　会計原則の統一性

1初期の態様

1929年の証券市場崩壊を契機として，政治家が会計原則の統一性を主張
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するようになった。その発端はある上院議員がニューヨーク証券取引所にメ

ッセージを送ったことであったといわれている。そのメッセージはつぎのよ

うであった　The　Chronicle、1933，　P．　581．。

　「ニューヨーク証券取引所の本日の取引状況から明らかなことは，1立会

　期間における株価下落額を制限するルールを緊急に採用することが絶対必

　要である。米国は今日起こったことが繰り返された場合，その結果に耐え

　られる程に十分準備されていない。このため，1立会期間での一定の合理

　的な金額で株価下落額．depreciation〕を設定するルールが採用され公布さ

　れない場合には，証券取引所の完全な取引停止かまたは政府の監督下に証

　券取引所を設置するかのいずれかの可能な成果をもたらすために，その改

　革運動がすぐ開始されるだろう。」

　1929年における証券市場の崩壊は非常に多くの投資家に損害を与えた程

に，株価の急激な下落を伴った。この崩壊には，いくつかの理由が考えられ

たが，政府は証券諸法（1933年証券法と1934年取引所法）を制定して，崩

壊理由とされた財務報告書の判断上の誤りや不正を防止できるであろうとし

た（Merino、　B，　D．，＆C・e，　T．　L．，1978，　p．272）。当時の政府は財務報告書の写実的

正確性cPhotographic　accuracy）を追求するあまり，最も効果的な矯正法とし

て会計基準の統一性を要求するようになった。政府は証券諸法により証券

取引委員会、Securities　and　Exchange　Committee、以後SECという）に会計基準

の設定権限を与え，その目標達成を目論んだ5ぺSEC，1938、　p，5．加藤他訳．161

頁’1。

　一方，有力な会計士であったMay，　G．　O．は企業環境の不確実性という理

由から財務報告書における現実性について反対を表明したMay、　G．・O、．1933，

p．8し，会計士の団体である米国会計士協会、American　Institute　of　Accoun・

tants．以後AIAという、もニューヨーク証券取引所との書簡の中で，貸借対

照表が時には大き『な誤差を含んだ意見の反映であると指摘したAIA、1934、

p．34。そして，AIAぱ上場会社に対して広範な会計方法の中から一つの会
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計方法を選択することにぱ同意したが，その反面，ニューヨーク証券取引所

は選択した会計方法を開示させ，関係者への告知なしにはその変更をさせな

いよう，上場会社に対して要請すべきであると，AIAはニューヨーク証券

取引所に提案した。この提案はまさにいったん選択した会計方法の継続適

用，すなわち首尾一貫性Cconsistency）を要求すると共に，それを開示させ

ることによりあまり望ましくないと思われる会計実務を排除しようとする狙

いであった。AIAとニューヨーク証券取引所は会計実務の統一性というよ

りも，いったん適用した会計方法の首尾一貫性を追求しようとしたことか

ら，会計方法が首尾一貫して適用されているかどうか，またその方法が正当

な会計基準（Good　Accounting　Standards）　　社会通念上受け入れられうる会

計基準一に調和しているかどうかという2点に関する会計監査人の意見表

明を重視した（AIA，1934，　pp．7－8）。

　また，米国会計学会（American　Accountants　Association，以後AAAという）

も同様の立場を表明した（AAA，1936，　p．　188）。

　「営利企業が多種多様であるため，どの企業にも適用しうる基準というも

　のはそれぞれの企業固有の特徴と共に，業界の特徴をも容認するようなも

　のでなけれぽならない。完全な形式を持った基本的な基準というものは適

　当な解釈指針（explanations），付帯事項（extensions），制約事項（qualifica・

　tions）などを具備していなけれぽならないといえよう。」

　このように，AAAもまた営利企業の多様性および基準の本質という点か

ら会計基準の統一性が実現不可能であろうと指摘した程である。AIAはニ

ューヨーク証券取引所との書簡以後も同様の意図のもとで活動し，数年後の

1937年には会計手続委員会（．Committee　on　Acco皿ting　Procedures，以後CAPと

いう）を設置した。CAPは最初につぎのような目標を掲げた（CAP．1939，

P．139）o

　「目標はまず現在の実務状況における特別なトピックスに注目し，可能な

　場合にはある程度承認を受けている代替的会計手続の中で優れたものを意
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　見10pinions．という形で推薦すると同時に，逆の場合には認められない

　会計手続として表明するものとする。」

　CAPはこのような目標を達成するために，会計調査公報cAccounting　Re－

search　Bulletin．以後ARBという）を発表することにした。　ARBの第1号ぱ

1941年に発表され，CAPの解散までにそれは全部で51号にもなった6・。こ

れらはその時々に注目された特定の会計問題において何が優れた会計手続で

あるかに関する見解を表明したものであった。しかし，代替的会計手続がそ

れぞれメリットを持っている場合には当該論点について説明し，選択の余地

を縮小するための手段を用意しようとした。CAPの問題解決アプローチは，

このようなことから「ピース・ミール（piece　meal）」とか「現実的」なもの

と呼ぼれていた。ARBは1938年にSECによって公表された会計連続通牒

（Accounting　Series　Release，以後ASRという）No．4（SEC，1938，　p．5，加藤訳，161

頁）によれぽ，扱われたテーマに関する権威あるものとみなされた。したが

って，CAPの目標（特定問題の解決および代替的会計方法の選択余地の縮

小）の設定によって，会計基準の統一性はいく分背後に追いやられてしまっ

たといえよう。

2第2期の態様

　会計原則の設定に関する対応について，調査計画特別委員会7）（Special

Committee　on　Research　Projects．以後SCRPという）はAICPA（AIAの後身）理

事会への報告書の中で，つぎのような勧告を明らかにした（SCRP．1958．

P．62）。

　「財務会計領域におけるAICPAの一般的目的は，会員およびその他の人

　びとの指針とするために，一般に認められた会計原則を形づくっているも

　のが何であるかを文書にて明らかにしなけれぽならない。」

　このことは現行の会計実務を精査する以上のことを意味する。それには適

当な会計実務を確認し，会計実務上の差異および首尾一貫性のない領域を縮
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小するための絶え間ない努力が要求されることから，SCRPはAICPAに対

して財務会計の全般的な基礎となるような広範な問題を，つぎのような四つ

の観点からアプローチするよう勧告した　SCRP，1958．　pp．62－63．。

　1会計原則が拠りどころとするところの会計公準のステートメントを作

　　成すること。

　2　会計公準を基礎にして広範な会計原則を形成すること。

　3特定の事象、situations．に会計原則を適用するためのルールまたはそ

　　の他の指針を会計公準および会計原則に関係づけて展開すること。

　4　上記三つの内容について十分な調査研究を実施すること。

　この勧告に従って，AICPAは会計原則審議会（Acc・unting　Principles　B・ard，

以後APBという1と会計調査部c．Accounting　Research　Division，以後ARDとい

うノの創設，その勧告に従った会計公準一会計原則の設定とこれらの一般的

承認の確保を目指した。その勧告に従ったAPBの活動成果に関連して，ミ

ラーが指摘したところ（Miller，　H．　E，1961，　p．3）であったが，会計原則の領域

における調査研究が財務諸表の信頼性を喪失させるような危険性を取り払う

のに望ましいものとして，当初大部分の会計士はその調査研究について大方

の承認を受けるものと楽観的な見通しを持っていたようだ。しかし，ミラー

自身はそのような楽観的見通しに対して疑問を抱いていた。それは会計原則

適用上代替的方法の存在を先ず確認して，その代替的方法すべてを承認でき

るものとした場合8／に，合理的な統一性とか会計情報の比較可能性がどのよ

うに達成できるだろうかということであった。

　APBが構想した広範な基本的概念として会計公準・会計原則の設定は

1961年と1962年に会計調査研究、Accounting　Research　Study，以後ARSとい

う　第1号「基礎的会計公準、The　Basic　Postulates　of　Accounting」と第3号

「営利企業の広範な会計原則試案　ATentative　Set　of　Broad　Accounting　Princi－

ples　for　Business　Enterprisesl・］として発表された9＼が，両者は会計士によって

受け入れられなかった。
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　これに対して，会計原則の統一性を達成するためには，別の方法　　会計

原則を適用する代替的方法の除去　　が望ましいとされた。この方法は正に

メイcMay、　G．　O．〕とローティ・Rorty．　M．　C∴が1932年に議論した論点であっ

た（Grady，　P．、1962、　pp．61－62、68ノ。投資税額控除Jnvestment　Credit：のための

会計問題に関する議論を契機として，「一般に認められた会計原則」の意味，

APBの権限，会計実務の多様性に対する制限などのような基本的な問題が

関心を集めた。とくに，公認会計士の基本的な職能が財務記録を検証するこ

とであるということから，財務記録を評価・比較する尺度として，一般に認

められた会計原則の存在が不可欠であった。このため，公認会計士は「一般

に認められた会計原則」の確認作業で指導的役割を果たす責務を持ったとい

えよう（Keller，　T．　E．　1965，　pp．　641－642，　Higgins，　T．　G．，　1963，　pp．67，　71）。1964年10

月におけるAICPA理事会の決定により，　AICPA会員は1966年1月1日

に始まる会計期間の財務諸表に適用した会計原則と，APBによって認めら

れた会計原則との間で主要な点において差異がある場合，その事実とその影

響の程度を財務諸表の脚注または監査報告書のどちらかでディスクローズす

ることになった（AICPA，1964，　Special　Bulletin）。この決定は適用した会計実

務がAPBによって認められていないとしても，それが他の実質的に権威あ

る支持を得ていると監査人が判断すれば，財務諸表への注記を条件に無限定

適正意見を与えようとした。このディスクロージャー要請が会計原則として

確認されたAPB意見書ならびにARBの遵守性および財務諸表（有用性）

の改善へと指向したものとなった／．Flynn，　T．・D．，1965，　p．630）。

　AICPAはARS第7号「営利企業における一般に認められた会計原則の

総覧’1．lnventory　of　Generally　Accepted　Accounting　Principles　by　Business　Enter－

prises」を1965年に発表し，統一性に対する反対論を表明した。それは統

一性とは対立語である多様性tDiversityyを会計原則における一つの基礎概

念　　独立の企業実体間における会計処理の多様性　　として提案したから

である、Grady，　P．1965，　p．33。この基礎概念は会計処理方法の選択という点
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を重視する柔軟性Flexibility　とは異なり，会計処理方法の差異の存在に注

目したものであった。多様性は1934年AIAとNYSEとの財務報告改善の

ための共同作業において確認され，それによって同一企業実体において会計

処理方法の期間首尾一貫性‘Consistency概念が考え出された。しかし，別

個の独立企業実体間では，会計処理方法の多様性が存在するものであるとい

う考え方は変更されなかった。独立企業実体間における会計処理方法の多様

性は，つぎのような理由により基本的な会計行為であると認めた，Grady、　P．，

1965，pp．33－34）0

　1　発生主義会計においては，判断や見積りが実質的に役割を果たしてお

　　り，企業の財政状態および経営成績に関する報告書の作成にあたって

　　は，それらは有益な基礎となっている。このことから，自由主義経済体

　　制の下での広範な意思決定において，企業会計の結論は多様にならざる

　　を得ない。

　2　実質的に権威ある支持を持つ会計原則を適用する場合，多くの代替的

　　方法があることから，経営者は企業目標に最も適した財政状態および経

　　営成績を適正に表示するように，会計実務や会計方法を選んだり，他企

　　業と統一的に会計実務や会計方法を適用するということは有りえない

　　し，首尾一貫性もない。

　3統一性を実質的に得るには，適用細目のある統一勘定コードを持った

　　全般的マニュアルが必要とされるが，明らかにほとんどの産業の諸領域

　　に適合するような単一のマニュアルは有りえない10）。

　このように，多様性か統一性かの論争は，1906年ICLの成立以来，米国

企業活動における複雑さの増大，多種多様な取引や出来事の発生の中で続け

られてきた。会計が実際に生きた企業活動を対象とするため，そのような状

況の下での論争は統一的会計原則では十分に企業実体を表わせないだろうと

か，また会計原則について絶対的または全般的な統一化が達成されないだろ

うというような論議に集結した1「。
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III統一性の新しい動き

　APBの会長（1964年当時、であったジェニングスJennings、　AR．は統一

性論争の打開策として統一化そのものを要求するということでなく，むしろ

事象決定要素℃ircumstancesによって正当化されない会計原則を望ましく

ないものとして排除することであると提案したく　Jennings，　A．　R．，1964，　p．27）。

1965年には，APB活動調査特別委員会はジェニングスの提案に応じた報告

書をAICPA評議会に提出した（Special　Committee　on　Opinions　of　the　APB，

1965，p．7）o

　rAPBは，つぎのような方針を採用することによって，代替的会計実務

　の削減に指向すべきである。

　a　会計項目（Accounting五tems）処理上の多様性は，現実の事象決定要素

　　の実質的な差異によって正当化されたものに限定されるべきであるとい

　　う方針を確認すること。

　b　APB意見書の中で容認できる多様性を実行するための規準（Criteria）

　　を提示すること。

　c　現実の事象決定要素において重要な差異がないけれども，代替的会計

　　処理が正当であると，APBが信じる事象（Situations）に関して意見書

　　でもって一つの好ましい会計処理方法を支持し，その開示を要求するこ

　　と。」

　AICPA評議会がこれらの勧告をAPBに指示した結果，　APBはつぎのよ

うな報告を行った㌧Special　Committee　on　Opini・ns　of　the　APB．1965．　p．8）。

　rAPBこれらの提案を重要な目標として心から支持し，将来のAPB意

　見書を検討する時に確実にそれらの提案を銘記するつもりである。」

　APBが意見書を検討する際に，ジェニングスの提案一多様性について

は，現実の事象決定要素における本質的差異によって正当化されるものに限
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定しようとすること　　を採用して，代替的実務の縮小を目指した。このこ

とから，会計原則の統一性は，事象決定要素が異なる場合以外は，同一の会

計処理基準を適用することを意味し，同じ事象（、Similar　eventsを同じ方法

Similar　methods、で会計処理するという観点から検討された。この場合，事

象とは企業会計の対象となる経済的出来事economic　eventsであり，こ

れには，経済的に見て重要な差異のないもの（結果的に同じキャッシュ・フ

ローをもたらすもの）と，経済的に重要な差異のあるもの（結果的に異なる

キャッシュ・フローをもたらすもの）とが考えられる　Wolk，　H．1．，　Francis、

J．R．，＆Tearney，　M．　G．，1984、　pp222－223）。前者の事象は類似した事象決定要素

を有し，高度に統一的な会計処理を可能とするが，後者の事象は複雑な事象

決定要素を具有している。

　一般的に，事象決定要素として考えられるものは企業の業種，給付の種

類，対価の条件，自由主義社会の制度，研究開発活動を行う程度，遵守すべ

き法律要件，組織形態，経営者の姿勢などであろう’1・Powell、　W．．　1965．　p，680’。

Powellの指摘によれぽ，これらの大部分は企業会計に対して影響を与える

が，就中最後の事象決定要素（経営者の姿勢）が最も重大なインパクトを与

えるものであると指摘した（P・wel1，　W．，1965，　p．　680）。経営老は会計処理方法

の選択権を持つが，その選択権は報奨制度CC・mpensati・n　Plan）のいかんに

大いに左右される12i。したがって，会計処理方法に対する経営者の選択姿

勢は，企業の期間損益計算を潜在的に歪める恐れがある。このため，統一性

にとってのレリバントな事象決定要素ぱ経営者の姿勢を除いたそれ以外の事

象決定要素でなけれぽならない’、Cadenhead、　G．、1970、　pp．71－80）。

　APBは1966年意見書第10号「Omunibus　Opinion－1966」と1973年意

見書第31号「Disclosure　of　Lease　Commitments　by　Lessees。」を発表し

て，リースの事象決定要素を明らかにしようとした。意見書第10号は，そ

の第4パラグラフ13で，「親会社はセールスタイプSales－typeの契約をし

た子会社を連結しなければならない。」と指示した。非連結子会社とリース

　12　　　　　　　　　　　　　　－12一
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契約をした場合，リース物件の報告が避けられる恐れがあったことから，こ

の部分改正が行われたものであった。しかし，ファイナンスィングタイプ

、Financing’type．，のリースを行った子会社については，何らの措置も指示し

なかったため，リース賃貸人が子会社かそれとも別個の独立企業実体かによ

って異なる処理が行われてしまった。

　これに対して，意見書第31号は資産計上されないリース契約義務に関す

る十分な開示を指示したIAPB，1973，　par．7）。この開示は資産計上されない

リース契約義務に関する情報の報告をもたらしたが，それは貸借対照表の中

に正式な表示を求めたのではなく，補足的開示に止まったIAPB．1973，　par．

10）。

　このように，意見書第10号・31号は，リース取引の事象決定要素を明ら

かにすることには関心が向けられず，専ら伝達の領域に関してのものであっ

たといえよう。

　1976年にFASBが発表したSFASI4）第13号によって初めてリース取引

の事象決定要素が明確にされた（FASB，1976，　par．75）。

　1　リース期間終了時に賃借人へ権利の委譲。

　2割引買取りオプションを含むリース契約。

　3見積耐用年数の少なくとも75％に相当するリース期間。

　4　リース支払額の現在価値（最小のもの）がリース契約時におけるリー

　　ス物件の公正な市場価格マイナス有効な投資税額控除の90％以上であ

　　ること。

　これらの四つの事象決定要素の一つでも具有した場合，資産計上が指示さ

れた。たとえぽ，リース物件の耐用年数がリース契約期間の割合の75％以

上であるリース契約は，3番目の事象決定要素を具有することになり，この

リース物件は資産計上されなけれぽならない。それぱリース物件の所有にと

って不可避な便益とリスクのすべてがリース賃借人に転嫁するという理由か

らであった。契約期間と耐用年数との割合（事象決定要素）として75％規
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準がファイナンス・リースとオペレーティング・リース　Operating　Lease　．iと

いう両取引の処理を区別する適切な事象決定要素であるかどうかは別とし

て，そのステートメントはリース取引の会計処理基準の統一性に一歩踏み込

み，会計処理基準とレリバントな事象決定要素との1対1の対応を試みた。

　APBの方針に従った会計基準の統一性に関連して，企業結合‘C　Business

Combination．の会計において興味ある対応がなされてきた。企業結合の会計

ぱ，当初結合者、Combinor　　企業による被結合者Combinee、　　企業

の結合を買収、Purchaselとみなして行われた15・LWatt．　A．　R．．19．　63、　pp．　20－21，。

被結合者　企業は営業を止めて，清算とみなされ，その財産は企業結合日の

市場価格で記録された。しかし，企業結合事例の一部が別の結合形態で処理

され始めた。結合者と被結合者の所有者持分は新設企業に引き継がれた。こ

の場合，被結合者は結合時に清算されるのでなく，新設企業のパートナーと

して存続し，その財産は帳簿価額で引き継がれるようになった。このため，

企業結合で会計処理方法の決定に導くところの事象決定要素が何であるのか

についての議論は，ARB　No．4016）Cその改正であるNo．4811を皮切りに早くか

ら検討され，1970年APB　No．16で一応の方針を出した。

　APB　No．16は持分プーリングL．Pooling　of　Interests）会計処理方法適用の

ための事象決定要素として大きく結合企業の特質，持分の結合方法および計

画した取引の存在の三つを確認した　APB，1970、　pars．46－48・。企業結合がそ

れら三つの事象決定要素すべてを具有するならぽ，持分プーリングの適用が

指示され，その事象がそれらを具有しないならぽ，買収の会計処理方法が適

用された。したがって，APBは企業結合のための会計処理において，買収

と持分プーリングの両方法を代替的なものとは認めなかった　APB．1970、　par．

43。それは事象決定要素を明確にし，企業結合事象の会計基準が統一化さ

れたが，三つに大別された持分プーリングの事象決定要素に対して，12個

の条件が指示され，依然として，それらの内容があいまいであった。そのた

め，その解釈指針が39も発行されたほどであった。しかし，それにもかか
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わらず，APB　No．16ぱ事象決定要素を確認し，会計基準の代替性の縮小

に貢献した努力をうかがうことができる。

　しかし，事象決定要素を明確にして会計基準の代替性を縮小する方向で統

一化を進める傍ら，適切な事象決定要素が存在するにもかかわらず，一つの

会計処理方法を指示するという厳格な統一性への接近が試みられた。APB

は意見書第11号「所得税のための会計Accounting　for　Income　Taxes）」を

1967年に発表した。この意見書は法人所得税の会計処理をめぐる諸問題に

ついてAPBの方針を示したものであった．APB．1967，　par．　12．訳書，164頁・。

法人所得税の会計処理問題は，財務会計上ある報告年度の純利益計算に影響

を与えるある種の会計取引が課税所得と所得税の計算上異なった年度に影響

を与えるという事実から派生するものである（APB、1967．　par．8，訳書163

頁）。このため，ある期に確定した所得税額は財務会計上認識された取引に

かかる所得税費用であるということではない。認識期間の差異という事象決

定要素を持つ取引事象について，税効果の会計処理（税の期間配分）が行わ

れ，これにより関連取引が税引前利益の計算上認識される年度と同じ年度

に税効果を認識することになる。所得税の期間配分には繰延方式（Deferral

Method），債務方式’tLiability　Method）および純税額方式〔Net　of　Tax　Meth－

od／という三つの基本的方法が実務上用いられてきたが，　APB意見書第11

号は税配分上最も有効にして実務的な方法として繰延方式を指示したLAPB，

1967．　par．12、訳書、164頁＼。この繰延方式では，将来繰延税貸方項目の逆が予

想されるとしても，また所得税を支払う財源の流れに影響を与えることが確

実でない場合でも，所得税の期間配分ぱ行われなけれぽならない。このよう

に，意見書第11号は事象決定要素（認識期間の差異）を考察したが，適用

されていた三つの代替的方法のうち繰延方式による会計処理を指示した。

　厳格な統一性のもう一つの事例を示せぽ，1970年のAPB意見書第17号

「無形資産の会計問題　Accounting　Problem　on　Intangible　Assets」をあげるこ

とができる　APB、1970，　par．9、訳書，332頁．。　APB意見書第17号は無形資産
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の一般に認められた会計処理方法の当否に関する議論，代替的会計手続の諸

提案を検討した。無形資産の開発原価は当時繰り延べる会社と発生の都度経

費処理する会社とがあった、APB，1970、　par，14、訳書．333頁．。　APB意見書第

17号はアイデンティティ不能な‘unidenti丘able）無形資産（のれん）の開発

原価を，将来その効果に関する逆の予想があろうとも，費用として認識すべ

きであると指示したcAPB，1970，　par．9，訳書，332頁，）が，アイデンティティ

可能な／．　identifiable）無形資産（パテント，トレードマーク）の開発原価に

ついては，統一的な会計処理基準を指示するまで検討されなかった。このこ

とは無形資産の内容を二つ（アイデンティティ可能・不能区分）に区分し

て，無形資産の開発原価に関する事象決定要素を確定しようとしたが，無形

資産のアイデンティティ不能なものについての会計基準の統一化に止まっ

た。

　これに対して，包括的な開発原価の会計基準を指示したのは1975年

SFAS第2号「研究開発費会計（Accounting　for　Research　and　Development）」

で，これは研究開発原価について本格的な見解を表明したものであった。

本基準書の対象とされる研究・開発原価はつぎのように規定された（FASB，

1975，par．8）o

　「研究は新しい知識の発見を目指す研究・発見または批判的調査で，それ

　が新製品かサービス，新工程か方法を創り出すことに，または現在の製品

　か工程に重要な改良を加えることにとって有益であるという期待があるこ

　とである。

　　開発ぱ販売・使用のいずれの意図であれ，研究・発見その他の知識を新

　しい製品・製造工程または現存の製品・製造工程への重要な改良のための

　プラン・デザインに転換することである。」

　このように，研究・開発の事象決定要素を明確にした上で，本基準書は研

究・開発と確認された事象のすべてのコストを発生時に費用に賦課すべきで

あると規定したIFASB，1975，　par．12〕。無形資産に関するアイデンティティ
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可能・不能という事象決定要素の区別による会計基準の代替性は考慮されな

かったし，将来開発可能性（事象決定要素）があっても，研究・開発と確認

される事象のすべてのコストは発生時に費用に計上すべきものとした。

SFAS第2号ぱレリバントな事象決定要素（アイデンティティ可能・不能

性および将来の研究・開発の成功可能性）の分析にもかかわらず，基本的に

一般に同じ事象決定要素に対応した一つの会計基準を提示するというAPB

以来の会計原則の統一方針が遵守されなかった。この会計問題はAPB意見

書第8号に始まってSFAS第2号で結実したが，この結果は厳格な統一性

の一つの事例であった。

　さらに，採掘産業における掘削費の会計処理について会計原則の統一性

の観点から特徴のある対応があった。それはAICPA会計調査部の1969年

ARS第11号「Financial　Reporting　in　the　Extractive　Industries．」から始

まり，1977年SFAS第19号rFinancial　Accounting　and　Reporting　by

Oil　and　Gas　Producing　Companies」，1979年SFAS第25号rSuspension

of　Certain　Accounting　Requirments　for　Oil　and　Gas　Producing　Compa－

nies」を経て規定されてきた。採掘産業における採掘費の会計処理は，1950

年代末から1960年代初期まではSuccessful－efforts方式（SE方式という）が

唯一の会計処理基準として用いられてきたが，1960年代後半からFull－cost

方式1FC方式という）が用いられるようになった｛．Auther　Young、1977，　p．5」。

SE方式では，掘削費は井戸（Well）を掘り当てた場合にのみ資産計上され

るが，他方FC方式のもとでは，それは井戸の発掘に関わりなくすべて資産

計上される。この方式では発生原価と発見鉱床との間に直接因果関係の存在

が要求されないが，SE方式では資産計上するにはそれらの因果関係の存在

が事象決定要素となる。このように，採掘産業における掘削費の会計処理基

準として二つの方式が会計慣行とされてきた。

　AICPA会計調査部は採掘産業の会計実務を調査し，　APBに対してARS

第11号でFC方式よりもむしろSE方式の方を適用すべきであると勧告し
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た‘Field．　R．　E、1969，　pp．　150－151．。　APBはARS第11号の勧告の検討委員会

を設置し，1971年にはその検討委員会は「採掘産業の会計処理および報告

実務／．Accounting　and　Reporting　Practices　in　the　Extractive　Industries．1」と題し

た報告書（草案）を発表して，ARS第11号のSE方式を支持した。しか

し，連邦動力委員会‘、Federal　Power　Commission．以後FPCという　は指令第

440を発表し，FC方式の適用を要請した‘1FPC、1971ノことから，　APBはそ

の最終的な意見書を発表しなかった。

　1973年，アメリカは石油ガス政策で外国石油流入禁止を打ち出し，エネ

ルギー供給を自前でまかなおうとした。この政策の結果，アメリカの石油・

ガス採掘業者はかなり大幅な利益をあげたが，採掘業者は，自分たちが遵守

した会計処理・報告実務による影響の結果ではないかという概念を抱く端緒

となった。これに対して，1975年当時大統領であったフォード（Ford，　G．）

は「エネルギー政策と保護法（Energy　Policy　and　Conservati・n　Act，以後EPCA

という）」でSECにつぎのことを要請した（EPCA，1975）。

　「SECは石油・ガス採掘業者に適用するルールを規定するか，　FASBが

　作成した会計基準を承認して効力を与えるかのいずれかを推進すること。」

　FASBは石油・ガス採掘業者のための会計原則の検討に入り，　SFAS第

19号でFC方式を排除してSE方式を指示した（FASB，1977、　par．90）。　FASB

がSE方式を選んだ理由は，主にFC方式によって報告される情報よりも意

思決定にとってレリバントであるということであった。FC方式は採掘不成

功の場合における埋蔵物取得活動コストを採掘成功した埋蔵物取得活動コス

トの一部として資産計上するため，失敗やリスクをあいまいにしてしまうと

いうことであった。

　一方，SECは当初SE方式を支持したが，政治的圧力の結果SEC会計連

続通牒第253号によりSE方式とFC方式のいずれをも承認するという指令

を発表してしまった‘SEC，1978，　p．3685’1i。この結果，　FASBはSFAS第25

号を発表しSE方式の規定を廃止した。石油・ガス採掘産業の会計原則の設
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定経緯によって，会計原則は政治的圧力によって左右されその事象決定要素

の確認により会計原則の代替性を縮小するという方向での会計原則の統一化

が進められなかった一面を示した。

　アメリカ会計原則の設定についてCAP，　APB，　FASBによって推進され

てきたが，その設定は当初会計原則の統一性を追求することから始まった。

会計原則の統一性は会計実務の状況（会計原則の多様性）から代替的会計原

則の縮小を目指すという方向に転換された。それらの機関はその一環として

会計問題となった事象の決定要素を明確にする作業を着手してきた。したが

って，この結果，会計原則の設定は統一性を追求したとはいえ，その内容は

三つのタイプに区分できよう。それらは，適正な事象決定要素が明確にされ，

それに応じた会計原則を容認したもの（APB　Opinion　No．　16，　SFAS　No．13），適

切な事象決定要素があるにもかかわらず，唯一の会計原則を指示したもの

（APB　Opini・n　No．8，11，17，　SFAS　No．2），さらに会計原則の設定を政治政策に

よって行われ，一部の会計原則は政策の変更に応じて指示されてきた。結果

的に，代替的会計原則が年度によって交互に指示されるという経過を辿っ

た。

　このように，アメリカ会計における統一性は事象の分析を通じて決定要素

を明確にすることにより会計原則の代替性を排除するという方向で努力され

てきたが，その方針が徹底されることができなかった。

おわりに

　これまで，会計原則の統一性が，その萌芽期からFASBの設立後数年間

（財務会計概念ステートメント発表前）にわたってどのような形で取り組ま

れてきたかを考察してきた。これによると，会計原則の設定は三つのタイプ

のものに集約できた。この点について，SECは1933年証券法成立以来，投

資家保護の立場から会計原則を考察してきた。SECはAICPAの代替的会
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計原則を容認する政策を執ってきた17。しかし，1975年にSECは，ペン・

セントラル会社1Penn－Central　Co」，ナショナル・ステユーデント・マーケッ

ト会社　National　Student　Market　Co．’，リパブリック生命保険会社　Republic

Life　Insurance　Co．が適用した会計原則にぱ誤用があったという事実をとら

えて，ピートマーウィック　Peat　Marwhich会計事務所の監査に対して不満

を示し改善命令を下した、Meigs，　Whittington＆Meigs，1985．　p．2641。この事件

は事象のリスクや不確実性を考慮しなかったことから，投資家をミスリード

したということであった。当該会社によって適用された会計基準が「一般に

認められた」ものであったという理由だけで，その監査人はその代替的な会

計基準の適用を認めた。この改善命令は，監査人が余りにも「一般に認めら

れた会計原則」に信頼性を与えたことを批判したためで，これによって，会

社によって選択された会計原則が会社の実体を適切に反映するものであるか

どうかを，会社を始め監査人は専門的判断で確認しなけれぽならないという

点が提起された。これは本来，会社の実体（事象）を適切に分析することに

より会計原則の代替的適用の排除を目指したものといえよう。

　さらに，1976年には，上院政府活動委員会（The　Comlnittee・n　Govemment

Operations，議長Moss，　J．　E⊃は監査人の独立性の不足，八大会計事務所の支

配的地位，統一的会計基準の欠如などについて会計専門職を厳しく批判し，

その解決策として統一的会計原則の設定を主張したほどである（uS．　Senate，

1976、p，51）。このように，1975年事件を契機に再び会計原則の統一性を望む

主張がなされてきたが，これまでの考察が示すように，歴史の教訓からぱ類

似事象、Similar　situationにぱ類似会計基準　Similar　Accounting　Standard’の

適用を認めるという場合，とくに事象決定要素が同じ場合には絶対的統一性

が得られた。しかし，AICPAは類似する事象について同じように表示し，

異なる事象を区別して表示することによって，不必要な差異を排除するとい

う観点から取り組むよう指示した、AICPA、1973．　p．59。それは，企業事象に

ぱ不確実性がつきまとうことから，会計基準を考察する際にはそれを無視し
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えないためである。このような点を配慮して，会計基準のよりどころとなる

財務会計概念がFASBから発表されたといえよう。それは，財務会計概念

ステートメント第1号一6号で，会計基準設定上の規準として性格を持ち，

会計原則の統一性をディスクロージャーの観点から比較可能性問題として取

りあげており，この両者の比較検討がなされなけれぽならない。

　〔注〕

1）FASB概念ステートメント第1号から第6号の詳細な検討については．つぎの

　ものが参考となる。

　　　Anthony，　R．　N．、　Te11　it　like　it　was－A　Conceptual　Framework　for　Finan・

　　cial　Accounting．　Richard　D．　Irwin，　Inc．，1983．

　　　Wolk，　H．1．，　Francis，　J．　R．，＆Tearney，　H．G．，　Accounting　Theory，　A　Con・

　　ceptual　and　Institutional　Approach，　Second　Edition．　Pws－Kent　Publishing

　　Company，1984．

　　　加藤盛弘稿「現代アメリカ会計原則を支えるステートメント」『会計』第129

　　巻第3号，昭和61年。

2）　会計原則の設定で国家政策からの影響があった主な会計領域は石油ガス採掘業会

　計であった。

3）　この経緯については拙稿「FASBの会計原則形成過程（1）」『岐阜経済大学論集』

　第21巻第1・2号，昭和62年9月。

4）　1916年当時FTCの議長Hurleyは，被規制会社が採用している統一勘定システ

　ムに加えて，統一的原価計算システムの導入をも促した。FTCは反トラストや不

　公正な競争を防止する任務を持っている。AAPAは最初Hurleyの試みの意図を

　量りかねたが，当時の恣意的な価格決定に対して正確なコストの把握が求められた

　ため，AAPAはHurleyの統一的な原価勘定システムの要請を受け入れた。

5）　アメリカ会計原則に対する証券取引委員会の影響に関する考察については，つぎ

　のものを参照。

　　　小川洌編著7財務会計の展開』第4編「会計政策の展開」，中央経済社，昭和

　　50年。

　　　Previts，　C．　J．，“The　SEC　and　Its　Chief　Accountants：Historical　Impres－

　　sions．”Joumal　of　Accountancy，　Aug．1978，

　　　Zeff，　S．A．，　Forging　Accounting　Principles　in　Five　Countries：AHistory

　　and　an　Analysis　of　Trends，　Stipes　Publishing　Company，1972，

6）　CAPの会計調査広報についての詳細な考察については拙稿「財務会計基準のた
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　めの理論的枠組み構想CI）（II）」r岐阜経済大学論集』第22巻第2・3号，1988

　年11月，第4号，1989年3月を参照。

7）　この委員会はAccounting　Principles　Boardの小委員会で，その検討課題につ

　いて前もって調査検討しAPBに対して進言する機関として1958年設置された。

8）　このようなAPBの方針にそった目立った領域は．投資税額控除のための会計で

　ある。これはAPB意見書第2号（APB　Opinion　No，2“Accounting　for　the　In・

　vestment　Credit，”1962，　AICPA．）として発表され，ここでは一つの方法　　繰り

　延べ方式（Defferal　Method）を提起したが，　APB意見書第4号（APB　Opinion

　No．4，“Accounting　for　the　Investment　Credit，”1964，　AICPA．）　により二つの

　会計方式　　前述の方式とフォP一スルー方式（Flow－Through　Method）を容認

　してしまった（APB，1962，　par．13，1964，　par．10，訳書，29，45頁）。

9）　ARS第1号と第3号は佐藤孝一・新井清光共訳『会計公準と会計原則』中央経

　済社，昭和37年として翻訳された。この展開について詳細な検討はつぎのものを

　参照。

　　　Sprouse，　R．，＆Vagts，　D．　F．，“The　Accounting　Principles　Board　and　Differ－

　　ences　and　Inconsistencies　in　Accounting　Practice：An　Interim　Appraisal，”

　　Law　and　Contemporary　Problems，　Autumn　1965，　pp．　706－726．

　　　新井清光著『会計公準論（増補版）』中央経済社，昭和55年。

10）鉄道，通信，電気ガスのような規制産業では，単一の会計マニュアルが展開され

　た。しかし，公益事業には種々のものがあり，会計原則の多様性はそれぞれの事業

　の料金政策の違いから排除されなかった（Grady，　P．，1965，　p．34）。

11）　プロジェクト諮問委員会の委員であったCogan，　T．　J．はこのようなプロジェク

　　ト諮問委員会の見解に対して，批判的であった。会計が財務情報を伝達する手段と

　して機能するものであるとすれぽ，多様性概念が望ましくないとする会計士がいる

　ということを指摘すべきであったと，ARS　No．　7の調査研究結果についてコメン

　　トを与えた（Grady，　P．，1965，　pp．　437－438）。

12）「経営者の姿勢」と会計との関係については，拙稿「アメリカにおける経営者

　（層）の業績評価の会計的意義」r岐阜経済大学論集」第17巻第4号，昭和58年12

　月を参照。

13）　この部分はAPB意見書第5号で発表された親子関係の関係会社間のリース契約

　についての改正であった（APB，1964，　par．12）。

14）　SFASは財務会計基準審議会〔Financial　Accounting　Standard　Board）によ

　って発表されるもので，会言i原則に関する正式の見解である。FASBの創設およ

　び活動については拙稿rFASBの会計原則形成過程（1）12）」破阜経済大学論集：

　第21巻第1・2号，昭和62年9月、第3・4号，昭和63年3月を参照。
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15）　当時の企業結合史：tワット著：企業結合のための会計に関する批判的考察：を参

　照。

16）ARB　No．40では，企業結合会計は結合の本質に従ってその基礎にある事象決

　定要素を確認すべきであるCCAP，1950，　par．2）として，持分ブーリングのための

　事象決定要素として結合後の企業における結合当事老および企業の所有者持分の存

　続，同程度の企業規模，企業活動の類似性および経営管理者層の存続を明示した。

　　これらから判断すれば，企業結合は実質上買収であった。このため，ARB　No，40

　は操f乍的にあいまいな点があるとして批判され，ARB　No．48で再検討された。

　持分プーリングのための事象決定要素として結合当事者の所有主の取得株式数，議

　決権数の不変，結合に影響するほどの株式消却，結合当事者の資産売却，経営管理

　者層の存続などを示した（CAP，1957，　par．5）。これらはARB　No．　40の中から

　企業規模を除いているし，結合当事者の意図・希望などによって大きく左右され，

　その内容も依然としてあいまいであった。

17）　1938年，SECが発表したASR　No．4は，　SECに提出される財務諸表は，「実

　質的に権威ある支持を持った会計原則」に従って作成されることを要請し，その会

　計原則を設定する権限を民間セクターに委ねた。さらに，SECはASR　No．150

　を発表して再度その方針を確認した。
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